
DATA
可燃性ガス、毒性ガス及び蒸気の危険性

ガ ス 及 び 蒸 気 爆発等級 発 火 度分 子 式
（化学式）

燃焼（爆発）範囲
（vol％）

引 火 点
（℃）

許容濃度
（ppm）

ガス比重
（空気＝1）

設置の基準　　　

メンテナンス

２. 液化石油ガス保安規則関係例示基準

4. 冷凍保安規則関係例示基準

3. コンビナート等保安規則関係例示基準

３.  設置箇所

３.  設 置箇所

（設置箇所）

1.  機能及び構造

2.  設置箇所

検知警報設備の設置は、 次の各号によるものとする。

３.  設置箇所
検知警報設備の設置は、次の各号によるものとする。   （4.の施設を除く。）

３.１　 製造施設 （配管を除く。以下３.１において同じ。）における検知警報設備の検出端
部の設置場所及び個数は、 次の各号によるものとする。

３.１　 製造施設（配管を除く。以下３.１において同じ。）における検知警報設備の設置は、
次の各号によるものとする。

３.１　 製造施設等（配管を除く。以下３.２において同じ。）における検知警報設備の検出
端部の設置場所及び個数は、次の各号によるものとする。

３. 2　貯蔵所又は消費施設（配管を除く。以下３.２において同じ。）における検知警報設
備の検出端部の設置場所及び個数は、次の各号によるものとする。

３. 3　３.１ 又は３.２の施設において検出端部を設置する高さは、当該ガスの比重、周囲
の状況、ガス設備の高さ等の条件に応じて定めること。

３. 4　警報を発し、及びランプの点灯又は点滅する場所は、関係者が常駐する場所であっ
て、警報があった後、各種の対策を講ずるのに適切な場所とすること。

３. 5　製造又は消費の施設において強制排気設備が昼夜連続して運転される場合にあって
は、３.１並びに ３.２（１）、（２）及び（３）の規定は適用せず、強制排気設備の吸引口ご
とに検出端部を設置することとする。

２.１　 二重管の内層管と外層管との間にガス漏えい検知警報設備の検出端部を設置するこ
と。

２.３　 二重管の内層管と外層管との間に、常時窒素等不活性ガスを流し、その出口側にガ
ス漏えい検知警報設備の検出端部を設置すること。

２.４　 二重管の内層管と外層管との間を常時排風設備等により吸引し、その出口側にガス
漏えい検知警報設備の検出端部を設置すること。

２.１　 二重管の内層管と外層管との間にガス漏えい検知警報設備の検出端部を設置するこ
と。

一般高圧ガス保安規則関係例示基準、 液化石油ガス保安規則関係例示基準、 コンビナート
等保安規則関係例示基準などで、 検知警報装置の設置基準が、 規定されています。

（１） 建物の中に設置されている圧縮機、ポンプ、 反応設備、貯槽その他ガスが漏えいし
やすい高圧ガス設備（（３）に掲げるものを除く。）が設置してある場所の周囲であっ
て漏えいしたガスが滞留しやすい場所に、これらの設備群の周囲１０m につき１個以
上の割合で計算した数

（２） 建物の外に設置されている（１）に掲げる高圧ガス設備が他の高圧ガス設備、壁その
他の構造物に接近し、又はピット等の内部に設けられている場合、漏えいしたガス
が滞留するおそれのある場所に、その設備群の周囲２０m につき１個以上の割合で計
算した数

（３） 加熱炉等の火源を含む製造施設の周囲のガスの滞留しやすい場所に、その周囲２０m
につき１個以上の割合で計算した数

（４） 計器室（漏えいしたガスが浸入するおそれがないような措置（注）を講じた場合を
除く。）の内部に１個以上

（５） 毒性ガスの充てん用接続口１群の周囲に１個以上
　 （注）漏えいしたガスが浸入するおそれがないような措置とは、原則として、次のい

ずれかの措置のみをいう。
        イ. 計器室内を外部からのガスの浸入を防ぐために必要な圧力に保持すること。
        ロ . 空気より重いガスのみに係る計器室であって、 入口の床面の位置を地上２ .5m

以上にすること。

（１） 建物の中に設置されている圧縮機、ポンプ、反応設備、貯槽その他ガスが漏えいし
やすい高圧ガス設備（（3）に掲げるものを除く。）が設置してある場所の周囲であっ
て漏えいしたガスが滞留しやすい場所に、これらの設備群の周囲１０m につき１個以
上の割合で計算した数

（２） 建物の外に設置されている（１）に掲げる高圧ガス設備が他の高圧ガス設備、壁その
他の構造物に接近し、又はピット等の内部に設けられている場合、漏えいしたガス
が滞留するおそれのある場所に、その設備群の周囲２０ m につき１個以上の割合で計
算した数

（3） 特殊反応設備の周囲のガスの滞留しやすい場所に、その周囲１０ m につき１個以上の
割合で計算した数

（４） 加熱炉等の火源を含む製造施設の周囲のガスの滞留しやすい場所に、その周囲２０m
につき１個以上の割合で計算した数

（5） 計器室（漏えいしたガスが浸入するおそれがないような措置（注）を講じた場合を
除く。）の内部に１個以上

（６） 毒性ガスの充てん用接続口１群の周囲に１個以上
    （注）漏えいしたガスが浸入するおそれがないような措置とは、原則として、次のい

ずれかの措置のみをいう。
       イ . 計器室内を外部からのガスの浸入を防ぐために必要な圧力に保持すること。
       ロ . 空気より重いガスのみに係る計器室であって、入口の床面の位置を地上２.５m

以上にすること。

（１） 規則第１０条第３０号（旧第１２条第３０号）の規定により設けた緊急遮断装置の部分
（バルブピットを設けたものにあっては、当該バルブピット内）

（2） さや管、二重管又は防護構造物等により密閉して設置（埋設を含む。）された導管
の部分

（3） 漏えいしたガスが滞留しやすい構造である導管の部分

（１） 建物の中に設置されている冷媒設備に係る圧縮機、ポンプ、凝縮器、高圧受液器、
低圧受液器等の設備群（以下「設備群」という。）が設置してある場所の周囲であ

    って漏えいしたガスが滞留しやすい場所に、設備群の周囲１０ m につき１個以上の割
合で計算した個数とする。

　     ただし、設置個数については、機械室内に設置された設備群の周囲を一つの長方
形で囲ったときに、その面積（以下「設備群面積」という。）で当該機械室の床面
積を除した値が１ .８以上である場合には設備群面積に応じ、次表の下欄の設置個数
とすることができる。

（2） 蒸発器を設置した冷蔵庫内の電気設備が次の基準を満たした場合には、当該冷蔵庫
内における検知警報設備の設置を省略することができる。

（3） 建物の外に設置されている設備群が他の冷媒設備、壁その他の構造物に接近してい
る場合、漏えいしたガスが滞留するおそれのある場所に、その設備群の周囲２０m に
つき１個以上の割合で計算した数とする。

（１） 建物の中に設置されている圧縮機、ポンプ、減圧設備、消費設備（バーナー等であ
ってパイロットバーナー方式によるインターロック機構を備えガス漏えいの恐れの
ないものにあっては、当該バーナー等の部分を除く。）その他ガス漏えいしやすい
設 備が設置してある場所の周囲であって漏えいしたガスが滞留しやすい場所（充て
ん口の周囲３m 以内の範囲を除く。）に、これらの設備群の周囲１０m につき１個以
上の割合で計算した数

（２） 建物の外に設置されている（１）に掲げる設備が、他の設備、壁その他の構造物に接
近し、 又はピット等の内部に設けられている場合、漏えいしたガスが滞留しやすい
場所に、その設備群の周囲２０m につき１個以上の割合で計算した数

（３） 貯槽に液化石油ガスを受入れ又は払出しをする場所の周囲に２個以上

（１） 建物の中に設置されている減圧設備、貯蔵設備、消費設備（バーナー等であって、
パイロットバーナー方式によるインターロック機構を備えガス漏えいの恐れのない
ものにあっては、当該バーナー等の部分を除く。）その他ガスが漏えいしやすい設
備が設置してある場所の周囲であって、漏えいしたガスが滞留しやすい場所に、こ
れらの設備群の周囲１０m につき１個以上の割合で計算した数

（２） 建物の外に設置されている（１）に掲げる設備が他の設備、壁その他の構造物に接近
し、又はピット等の内部に設けられている場合、漏えいしたガスが滞留するおそれ
のある場所に、その設備群の周囲２０mにつき１個以上の割合で計算した数

（３） 容器置場に特殊高圧ガスの充てん容器等が置かれている場合、容器群の周囲であっ
て漏えいしたガスが滞留しやすい場所に１個以上

（４） シリンダーキャビネットの内部に１個以上

「２７. 毒性ガス配管の二重管」

「８４. ガス漏えい検知警報設備（導管）」

導管系に設けるガス漏えい検知警報設備は、次の各号の基準によるものとする。

１３.３.１  製造施設における検知警報設備の検出端部の設置場所及び個数は、次の各号に
      よるものとする。

１３.３. 2  検知警報設備の検出端部を設置する高さは、当該冷媒ガスの比重、周囲の状況、
      冷媒設備の構造等の条件に応じて定めること。
１３.３. 3  ランプの点灯又は点滅及び警報音を発する場所は、関係者が常駐する場所であ
      って、警報があった後、各種の対策を講ずるのに適切な場所とすること。

１３.３   検知警報設備の設置は、次の各号によるものとする。

検知警報設備の設置方法は、次の各号に掲げるものとする。

「２６. 毒性ガス配管の二重管」

規則関係条項 第６条第１項第３６号、第１２条第１項第１号、第２２条、
第５５条第１項第２４号

規則関係条項 第５条第１項第４２号

  特 殊 高 圧ガス、五フッ化ヒ素 等 、亜 硫 酸ガス、アンモニア、塩 素 、クロルメチル、酸 化エ
チレン、シアン化水素、ホスゲン及び硫化水素のガス設備に係る配管を二重管とすることに
ついては、次の各号の基準によるものとする。

ガス漏えい検知警報設備（以下単に「検知警報設備」という。）の機能及び構造は、本
基準「３６. ガス漏えい検知警報設備とその設置場所（導管系を除く。）」の１.及び２.の基準
によるものとする。

２.　二重管の内層管と外層管の間には、ガスの漏えいを検知する措置として、次のいずれか
の措置を講ずること。

4. 　貯蔵能力３t未満の消費施設 　（貯蔵能力１t以上の貯槽による貯蔵設備の部分を除く。）に
あっては、当該施設の規模、態様、周囲等の状況に応じ、適正な位置に適正な機能を有
するものを設置すること。

2.  二 重 管の内 層 管と外 層 管の間には、ガスの 漏えいを検 知する措 置として、次 のいずれか
の 措 置を講ずること。

３.２　３.１の製造施設等において検出端部を設置する高さは、当該ガスの比重、周囲の状
況、ガス設備の高さ等の条件に応じて定めること。

３.３　 警報を発し、及びランプの点灯又は点滅する場所は、関係者が常駐する場所であっ
て、警報があった後、各種の対策を講ずるのに適切な場所とすること。

１. 一般高圧ガス保安規則関係例示基準

３.2　 検知警報設備の検出端部を設置する高さは、当該ガスの比重、周囲の状況、ガス設
備の高さ等の条件に応じて定めること。

３.3　 警報を発し、及びランプの点灯又は点滅する場所は、関係者が常駐する場所であっ
て、警報があった後、各種の対策を講ずるのに適切な場所とすること。

2.1　 検知警報設備又はガスの漏えいを容易に検知することができる構造の検知口を設置
すべき具体的な場所は、次に掲げるところとする。

2.2　 検知警報設備の警報部等の場所は、関係者が常駐する場所であって、警報等があっ
た後各種の対策を講ずるのに適切な場所とすること。

規則関係条項 第１０条第２９号

設備群面積 ０＜S≦３０ 3０＜S≦７０ 7０＜S≦１３０ 1３０＜S≦２００ 2００＜S≦２９０

設置個数
S（m2）

２ 3 4 5 6

冷蔵庫内照明用等の電球は、裸電球を使用せずガラスグローブ、金網等の覆い
を設けること。
温度調節器を使用する場合には、入切する接点部は冷蔵庫内に設けないこと。
例えば、感温筒付き温度スイッチなどを使用し、スイッチ部は冷蔵庫外に取り
付ける。
冷蔵庫内のコンセントは、カバー付のものを設けること。
冷蔵庫内にある電動機及びその他の電気機械器具には、電源を供給する電路に
漏電遮断装置及び過電流保護装置を設けること。
冷蔵庫内にある電動機（定格出力０.２kW を超えるものに限る。）には、過電流保
護継電器を設けること。
冷蔵庫内に電気を供給する電路には、室外の容易に操作できる位置に開閉器を
設けること。
冷蔵庫内の電路に施設する全ての電気機械器具の鉄台及び金属製外箱には、確
実な接地を施すこと。
イ、ロ及びハについては、それぞれの電気器具類を適切な防爆構造を有するも
のにした場合は、この限りでない。
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　ガス漏洩検知警報装置は各設備の正常な運転状態では誤報せず、万一、漏洩が発生した時に
は確実に警報を発する事が目的です。
● 管理のポイント
①漏洩が発生し警報設定濃度を超えた時に確実に警報を発する。
②その警報濃度が可燃性ガスなら±25％以内、毒性ガスなら±30％以内に入っている。
③応答時間が30秒以内、毒性ガス一部のガスについては60秒以内に入っている。

　ガス漏洩検知警報装置はガス検知部（センサ、ポンプ等）、ケーブル、指示警報部（電源、アン
プ、指示計、ランプ、ブザー等）で構成されています。センサ、ポンプ、電子部品にはそれぞ
れ寿命があり、指示警報部にはたとえば点検スイッチ等を設け、時々押すことにより警報回路
の点検を行なうことができます。ただし、ガスセンサについては点検用のガスをかけて点検す
る必要があり、ポンプについては流量チェッカー等を日常点検でチェックする必要があります。
　メンテナンス頻度、内容については各法の基準及び行政官庁の指導、危害予防規定等で定め
られています。

（詳細のお問い合わせ・メンテナンス契約等のご相談は弊社営業部までお願いします。）

水　素
メタン
プロパン
n－ブタン
i－ブタン
n－ペンタン
エチレン
プロピレン
ブチレン（cis-2- ブテン）
アセチレン
トルエン
O－キシレン
メタノール
エタノール
アセトン
メチルエチルケトン
酢酸エチル
酢酸ブチル
都市ガス（メタン基準）
LPG（イソブタン基準）
ガソリン
灯　油
n－ヘキサン
ブタジエン
アセトアルデヒド
塩化ビニル
一酸化炭素
アンモニア
硫化水素
塩　素
二酸化硫黄
ベンゼン
アクリロニトリル
臭化メチル
酸化エチレン
シアン化水素
ホスゲン
塩化水素
アルシン
ホスフィン
シラン
ジボラン
ゲルマン
ジクロルシラン
セレン化水素
フッ素
二酸化窒素
三フッ化塩素
フッ化水素
臭化水素
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CH4

C3H8

C4H10

C4H10

C5H12

C2H4

C3H6

C4H8

C2H2

C6H5CH3

C6H4（CH3）2

CH3OH
C2H5OH

（CH3）2CO
CH3COC2H5

CH3COOC2H5

CH3COO（CH3）2CH3

 ─
 ─
 ─
 ─
CH3（CH2）4CH3

CH2=CHCH=CH2

CH3CHO
CH2=CHCI
CO
NH3

H2S
CI2
SO2

C6H6

CH2=CHCN
CH3Br
CH2CH2O
HCN
COCI2
HCI
AsH3

PH3

SiH4

B2H6

GeH4

SiH2CI2
H2Se
F2

NO2

CIF3

HF
HBr

 4.0 ～ 75
 5.0 ～ 15
 2.1 ～ 9.5
 1.6 ～ 8.5
 1.8 ～ 8.4 国
 1.5 ～ 12.5
 2.7 ～ 36
 2.0 ～ 11
 1.7 ～ 9.0 国
 2.5 ～ 100
 1.2 ～ 7.1
 1.0 ～ 6.0
 6.0 ～ 36
 3.3 ～ 19
 2.1 ～ 13
 1.8 ～ 11.5
 2.0 ～ 11.5
 1.7 ～ 7.6
          メタン基準
    イソブタン基準
 1.0 ～ 7
 0.7 ～ 5 国
 1.1 ～ 7.5
 2.0 ～ 12
 4.0 ～ 60
 3.6 ～ 23
 12.5 ～ 74
 15.0 ～ 28
 4.0 ～ 44
　　　　 　─
　　　　 　─
 1.3 ～ 7.1
 3.0 ～ 17
 10　 ～ 16 国
 3.6 ～ 100
 5.6 ～ 40
　　　　 　─
　　　　 　─
 4.5 ～ 78 国
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2.49
0.98 国
1.49
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1.10
1.59
2.00
2.48
3.04
4.01
0.55
2.0 国
3～4
4.5 国
2.79
1.87
1.52
2.16
0.97
0.60 国
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2.5 国
2.25 国
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1.83
3.3 国
1.52
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3.4 国
1.3 国
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1.17 国
1.3 国
0.96 国
2.65 国
3.48 国
2.8 国
1.3 国
1.58 国
3.18 国
0.7 国
2.8 国

燃焼（爆発）範囲……可燃性ガスが､空気または酸素と混合している場合､混
合ガスの組成がある濃度範囲にあるとき､火源を近づけ
ると爆発現象が起こります。 この濃度の一定範囲を爆発
範囲といい､その最低濃度を爆発下限界（LEL＝Lower 
Explosive  Limit）､ 最高濃度を爆発上限界（UEL＝
Upper Explosive Limit）という。

許容濃度…… 有毒ガス等が空気中に存在する職場で､1 日 8 時間程度の作業を
日々継続しても､健康に全く障害を及ぼさない濃度の限界として､
ACGIH､日本産業衛生学会から勧告の形で示される値を許容濃
度（TLV＝Threshold Limit Value）という。

注 ：●燃焼（爆発）範囲・爆発等級・発火度・引火点・ガス比重（蒸気密度）は、工場電気設備防爆指針（ガス蒸気防爆 2006）<2006 年 3 月 31 日発行社団法人産業安全技術協会 > による。ただし、“ 国 ”を付
している値は国際化学物質安全性カードによる。

　　●許容濃度値は、ACGIH2021 年度版 TVLs による作業環境中の化学物質濃度を示す。TWA（8 時間荷重平均濃度）、STEL（短時間暴露限界濃度）、C（暴露上限濃度）があり、TWA 以外は（　）内に示す。
　　※1　工場電気設備防爆指針（ガス蒸気防爆 2006）に記載なし。
　　※2　酸素欠乏症等防止規則（第二条の二　酸素欠乏等前号に該当する状態又は空気中の硫化水素の濃度が百万分の十を超える状態をいう）より。
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